
 

『(平成 25 年制定) 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び

同解説 令和 3年版』 講習会のご案内 

 

趣 旨 

国土交通省大臣官房官庁営繕部において、国家機関の建築物の整備や保全指導等を効率的かつ的確

に実施するにあたり、計画、設計、施工、保全等の各分野において、さまざまな技術基準が定められており、

その一つに施設整備の基本的性能に関する基本的な事項を定めた「官庁施設の総合耐震・対津波計画基

準」があります。 

この基準は、官庁施設の地震災害及びその二次災害に対する安全性に関する基本的事項を定めた「官

庁施設の総合耐震計画基準」に、平成 23年 3月に発生した東日本大震災で顕著な被害を受けた津波への

対策等を加えるとともに、名称が改められたものです。 

公共建築協会では、津波対策や総合耐震にかかる新たな知見を加え、和田章委員長（東京工業大学名

誉教授）並びに各分野の第一線の専門委員で構成する「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準の解説改

訂検討委員会」を設置し、ご議論、ご指導を賜るとともに、資料編の充実も図り『(平成 25 年制定) 官庁施設

の総合耐震・対津波計画基準及び同解説 令和 3年版』として、25年ぶりに編集・発行いたしました。 

「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」は、国家機関の建築物に必要とされる性能の確保を目的とし

て制定されたものですが、本書は地方公共団体等の公共建築物、公共性の高い民間の建築物、防災拠点

等となる建築物においても活用できる内容となっていることから、広く活用されることで公共建築物を始めと

する建築物の安全性能、防災性能の向上が図られるよう、講習会を開催することと致しました。関係各位の

皆様方、多数ご参加くださいますようご案内申し上げます。 

 

１．主催  一般社団法人 公共建築協会 

２．後援（予定）  国土交通省 

３．協賛（予定）  

 (一社)日本建設業連合会、(一社)全国建設業協会、(一社)日本建設業経営協会、 

(一社)全国中小建設業協会、(公社)日本建築士会連合会、(一社)日本建築士事務所協会 

連合会、(公社)日本建築家協会、 (一社)日本建築構造技術者協会、(一社)日本免震構造 

協会、(一社)日本電設工業協会、(一社)建設電気技術協会、(一社)日本設備設計事務所 

協会連合会、(一社)建築設備技術者協会、全日本電気工事業工業組合連合会、(一社) 

日本空調衛生工事業協会、全国管工事業協同組合連合会、ほか 

 

４．開催地及び開催日時   

開催地 開催日時 定 員 会    場  

金沢市 

令和３年５月１４日(金) 

13：00～16：50 

（受付 12：30～） 

５０名 

石川県地場産業振興センター 本館 3階 第 5研修室 

〒920-8203 金沢市鞍月２丁目１番地            

TEL 076-268-2010 

新潟市 

令和３年５月１８日(火) 

13：00～16：50 

（受付 12：30～） 

７０名 

新潟県建設会館  5階 大会議室 

〒950-0965 新潟市中央区新光町７番地５ 

TEL 025-285-7111 



 

５．時間割  

13：00～13：15  あいさつ 

    【映像視聴】 

    13：15～13：35 基調講演 

    13：40～15：40 第 1編～第 3編 及び関連する参考資料 

      ＜休憩＞ 

    15：50～16：50 第 2編 及び関連する参考資料 

 

６．講 師   和田章 東京工業大学名誉教授 (基調講演) 

 一般社団法人 公共建築協会    

 

７．参加費    講習会受講後お振込みをお願いいたします。（後納） 

※当日の現金取扱いはコロナウイルス感染拡大予防のため行いません。 

※振込手数料は別途ご負担くださいますようお願いいたします。                                                

区  分 
受講（テキスト含む）及び図書 

(消費税を含む) 

受講のみ（テキスト含む） 

(消費税を含む) 

会員等：公共建築協会正会員及び賛助

会員、国・地方公共団体・政府関係機

関の職員、協賛団体の会員(傘下構成

団体の会員及びその会員企業を含む) 

１４,０００ 円  ７，０００ 円 

上記以外の方 １７，０００ 円 １０，０００ 円 

振込先・口座名 

振込先： 第四北越銀行 亀田支店 普通 № １３８８９６２ 

口座名： 一般
いっぱん

社団
しゃだん

法人
ほう じん

公共
こうきょう

建築
けんち く

協会
きょうかい

 北陸
ほ く り く

地区
ち く

事務局
じ む き ょ く

 

 

８．テ キ ス ト  講習会説明資料 

 

(講習会使用)   『（平成 25年制定）官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説 令和 3年版』 

価格 7,700円 (本体 7,000円＋税) 

 

１０.申 込 先     一般社団法人 公共建築協会 北陸地区事務局  

              〒951-8126 新潟市中央区学校町通 2番町 5293番地 学校町ﾋﾞﾙ 5F     

                ＦＡＸ ０２５－３７８－２８３９       ＴＥＬ ０２５－３７８－２８１１ 

１１.申込方法     ・申込書に必要事項をご記入のうえ、４月３０日（金）までにＦＡＸにてお申込み下さい。 

              ・お申込は、定員に達し次第締切らせて頂きます。 

 

１２.受講票の発行  ・ご担当者宛に受講票を郵送、またはＦＡＸでお送りしますので、受講者へお渡し下さい。 

（開講一週間前迄に届かない場合は申込先にお問い合わせ下さい。） 

                    ・受講票は当日必ずご持参ください。 受講票と引き換えに、テキスト・ご購入図書をお渡しし

ますので、控えのコピーをあらかじめお取り下さい。 



 

１３.そ の 他     （1）本講習会は、映像視聴講習会となります。 

  （2）新型コロナウイルス感染状況により中止又は延期となる場合がございます。 

受講料は、講習会受講後 2週間以内にお振込みをお願いいたします。（後納） 

（3）当日受講者の変更は差し支えありません。（御名刺を提出ください。） 

（4）振込みの控えをもちまして、領収書にかえさせていただきます。 

（5）当日欠席の場合は、ご連絡ください（TEL：025-378-2811） 

欠席の場合、講習会説明資料の送付は致しません。 

（6）（一社）公共建築協会 HP 掲載 【令和 3 年 1 月以降の当協会主催の講習会の実施につ

いて】を必ずご一読ください。  

（7）発熱等風邪症状がある場合は受講を控えてください。 

（8）受付時に検温をさせていただきます。（３７.５°以上ある方は受講をお断りいたします。） 

（9）受講にあたっては、マスク着用をお願いいたします。（マスクはご自身でご用意願います。 

マスク着用のない場合は、受講をお断りする場合があります。） 

 

【会場案内図】 

《 金沢会場 》石川県地場産業振興センター    《 新潟会場 》新潟県建設会館  

金沢市鞍月 2-1 TEL076-268-2010        新潟市中央区新光町 7-5  TEL025-285-7111 

 

 
  

 

本講習会は、「建築 CPD情報提供制度」の特別認定講習会として認定されたプログラムです。 

また、国土交通省後援講習会として「営繕業務関係特別認定講習会」(ポイント加算対象)に申請中です。 

なお、講習会当日受講者の確認を行いますので、本人の確認ができる顔写真付きの証明書（運転免許

証、建築士免許証明証、社員証等）をご持参ください。 



 

 

  

◆本講習会の協賛団体の会員には、その傘下構成団体の会員及びその会員企業を含みます。 

◆各項目を記入し、□欄にチェックをお入れください。 

受講者氏名 開催地 申込区分 受講者種別 金 額(消費税込) 支払方法 

（フリガナ） 

 
□ 金沢 

□ 新潟 

□受講及び図書 

□受講のみ 

□ 国・自治体、独立法人、協

会会員、協賛団体会員等 

□ その他 

      

 

円 

後 納 

（フリガナ） 

 
□ 金沢 

□ 新潟 

□受講及び図書 

□受講のみ 

□ 国・自治体、独立法人、協

会会員、協賛団体会員等 

□ その他 

 

 

円 

後 納 

（フリガナ） 

 
□ 金沢 

□ 新潟 

□受講及び図書 

□受講のみ 

□ 国・自治体、独立法人、協

会会員、協賛団体会員等 

□ その他 

 

 

円 

後 納 

◆申し訳ございませんが、振込手数料は別途ご負担下さい

ますようお願い申し上げます。 
 

合  計 

 
円 

 

 

 

北  陸 

開催地 開催日 時 間 会場・所在地 

金沢市 5 月 14 日（金） 
13：00～ 

16：50 

石川県地場産業振興センター 本館３階、第５研修室 

金沢市鞍月 2 丁目 1 番地 TEL076-268-2010 

新潟市 ５月１８日（火） 
13：00～ 

16：50 

新潟県建設会館 ５階大会議室 

新潟市中央区新光町 7 番地 5 TEL025-285-7111 

 

「(平成 25 年制定)官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び 

同解説 令和 3 年版」 講習会申込書 

会 社・団体名等 
※必須 

（フリガナ） 

 電話番号 
※必須  

 

ご担当者所属部署 
※必須 

 

 
FAX 番号 
※必須 

 

ご担当者氏名 
※必須 

（フリガナ） 

 
E-mail： 

住  所 
※必須 

〒   －      

 

公共建築協会 

正会員氏名 

（フリガナ） 

公共建築協会 

賛助会員種別 
・賛助法人会員 

・賛助個人会員 

協賛・後援団体 

所 属 名 称 
 

【通信欄】※請求書・見積書・納品書等を要する場合は通信欄にご記入ください。 

 

 

 

 

必要事項を記入の上、FAX で申込ください。 

ＦＡＸ ０２５-３７８-２８３９ 
令和 3 年４月３０日（金）締切 

※本申込書に記載された個人情報は本講習実施のための必要書類の作成等及び当協会の刊行物、講習会案内等に使用しますが、それ以外

の目的には使用いたしません。個人情報の取扱いについては当協会規則に則り、厳正に管理いたします。 

 

【問合せ先】  一般社団法人公共建築協会 北陸地区事務局  

〒９５１-８１２６ 新潟市中央区学校町通２番町５２９３ 

TEL ０２５-３７８-２８１１ 

振込先：第四北越銀行 亀田支店 普 N0.1388962 


